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（２）岐阜県 

1．自治体名 岐阜県 

2．システム名 岐阜県域統合型ＧＩＳ 

3．稼動（予定）時期 平成 14年 4月から稼動開始し、平成 16年度の本格運用に向けた取

組を行っている。 

4．規模・構成 （１）規模：岐阜県 全 99市町村 

（２）構成：岐阜県が主体となり、「岐阜県ふるさと地理情報センター」を

設立・運営 

（平成 16 年度以降の「岐阜県域統合型ＧＩＳ」の本格運用・稼動時に

は、費用面で県の負担軽減および柔軟性のある運営組織の検討を進

める必要性があると考えている。） 

5．システムの概要 ・空間データ管理サーバ・・・地理データを管理しているサーバー 

・クリアリングハウス・・・ネットワーク上に分散されている空間データの検

索エンジン 

・空間データ操作クライアント 

6．対象業務の範囲 ＧＩＳを利用する業務アプリケーション（検討予定） 

（１）土木系 

・ 道路管理システム 

・ 道路構造物管理システム 

・ 建築保全管理システム 

・ 施工管理システム 

・ 土木積算システム 

（２）土木系以外 

・ 都市計画関連システム 

・ 介護保険関連システム 

・ 建設審査関連システム 

・ 住民基本台帳関連システム 

・ 固定資産関連システム 

7．標準化 

（様式・手順） 

空間データスキーマ、空間データコード化、メタデータ、空間ＤＢＭＳ、

サービスインタフェースの各それぞれについて、国際標準化機構（ＩＳ

Ｏ）に基づいて標準化している。 

8．認証基盤  

9．ＭＰＮ等の 

決済基盤 

 

10．他システムとの

連携 
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11．運営方法・主体 平成 13～15年度 

行政主導型：（財）岐阜県ふるさと地理情報センター 

平成 16年度以降 

（案１）行政主導型：（財）岐阜県ふるさと地理情報センターにて運営 

（案２）第三セクター、株式会社型： 

（案３）民間主導型（ＰＦＩ）： 

12．利用料・負担金 平成 13～15年度 

県からの補助金で運用 

平成 16年度以降 

 （案１）県からの補助金と市町村からの利用料で運用 

 （案２）参加団体からの出資と県・市町村からの利用料で運用 

 （案３）民間投資と県・市町村からの利用料で運用 

13．課題と解決策 ・ 市町村との協働による県域レベルでの共有空間データ整備の手法 

・ センターの運営スキーム 

・ 県域へのＧＩＳ普及啓蒙活動 

14．今後の 

スケジュール 

平成 14年度 

「県域統合型ＧＩＳ市町村検討会」・・・市町村の参加、利活用に検討 

「岐阜県空間情報（ＧＩＳ）研究会」・・・民間部門におけるＧＩＳ推進 

平成 15年度 

ＧＩＳセンターシステム構築と賛同市町村の拡大 

⇒「ＧＩＳセンター」システムの構築、データの整備 

平成 16年度 

岐阜県域統合型ＧＩＳの稼動・運用 ⇒本格運用 

15．備考  

 

 


